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1．はじめに

　製品原価に占める製造間接費の割合が生産条件の変化にともなって急速に

増加してきたことによって，従来の原価計算の有用性が失われつつあるとの

指摘が相次いでなされてきた。それらによると伝統的な原価計算は，発生し

た原価と製品との因果関係の分析に十分な関心を払ってきたとはいいがたい

ので，製造間接費の大雑把な配賦手続きをとおして算定された製品原価情報

によってでは適切な意思決定を行なうことができないとされる。そこで，こ

のような欠点を克服するために，新たに提唱されたのが活動基準原価計算

（Activity－Based　Costing：ABC）である。

　このようにもともとABCは，発生した原価を活動ごとに測定し，企業の

活動の連鎖にそって原価を集計していくことで正確な製品原価を算定するた

めのシステムとして提示された。それには当然ながら，原価発生の原因とな

る活動そのものに対して詳細な分析を加えることが必要となるが，活動を分

析することによって得られた原価発生のメカニズムに関する知識にもとつい
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て活動の改善や削減を目指すことによって，効果的な原価管理を展開してい

くことが可能となるといった側面も強調されてくるようになった。

　ABCをどのような角度からとらえるかによって議論の展開も異なったも

のとなるであろうが，これまでのところは，正確な製品原価の計算を第一義

とする原価割当志向（cost　assignment　view）と，活動ならびに活動連鎖の分

析を重視していくプロセス志向（process　view）とを区別してABCを検討す

ることが適切であると考えられている1）。これら2つの方向のうち最近では

後者のプロセス志向のほうに多くの関心が集まっているようであり，プロセ

ス分析の対象はたんに製造局面に限らず，企業の活動全般にわたっても拡張

されようとしている。このようにABCは活動基準経営管理（Activity・Based

Management：ABM）として発展させられ，「業務をその源から見直すこと，

原価をその発生源から見直すこと，ある活動のインプットとアウトプットの

比率の向上を図ること，業務と業務のつながりを再検討することなど」2）が

論じられていくこととなった。

　これまでも原価計算を利用して，投入された財・サービスと生産された

財・サービスとの関係を記録していたが，生産された財・サービスの大きさ

は犠牲となった財・サービスの大きさで評価されていた。また効率性の測定

は，ある一定のアウトプットを生産するために必要と考えられる標準インプ

ット量と実際インプット量との比較をとおしてなされるものとして理解され

てきた。しかし，「ABCでは生産の効率を，単にinputとoutputの量的対

応としてとらえるだけにとどまらない。activityそれ自体の分析によって，

より効率的なactivityが解明される。すなわち，　activityの中には，より大

きい価値を生むactivityもあれば，そうでないactivityもある。また，付

加価値を生まないactivityもある。……このようにABCは，生産の過程に

したがって，価値の消費と生産とを測定し，それによって，生産の効率・非

効率を分析し，効率の改善に寄与することができる」3）といったような表現

もしばしば見受けられるようになってきた。これは，犠牲となった財・サー
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ビスの大きさで価値を測定する一方で，それとは別に，生み出された価値を

測定することの必要性をも示しているものと解するべきであろうか。そこで

本稿では，原価管理と価値分析の関係について考察された論文においては，

価値の認識・測定に関してなんらかの具体案が示されているのかどうか，価

値分析を原価管理にどのように利用しようとしているのか，について若干み

ていくことにしたい。

2．従来の原価計算

　原価計算は，ある財貨・サービスを生産するために犠牲となったさまざま

な財貨・サービスを，原価という形で貨幣表示するためのシステムであると

されており，生産された財貨・サービスの価額は，犠牲となった財貨・サー

ビスが有していた経済的価値でもって測定されることになっている。つま

り，「生産された価値，すなわち製品の価値はいうまでもなく，それを生産

するために消費された価値に等しい」4）というわけである。

　原価は消費された財貨・サービスの価格と数量の積であたえられるが，原

価計算ではこのうちの消費数量の把握に重点が置かれてきたものと理解する

ことができる。そのことは，たとえば標準原価計算における価格差異と数量

差異の把握の方法や，消費数量さえ実際値を用いるならば，予定価格を用い

たとしてもそれは実際原価であるとして扱ってきたところなどからうかがい

知ることができる。

　基本的に原価計算は，消費された財・サービスと生産された財・サービス

の数量関係をつかむことに重点が置かれているのであって，消費された財・

サービスの数量に価格を乗じることによって，それは原価という形で貨幣的

に表示することもできるという立場に立つならば，今の原価計算システムの

構造に対しての疑問は生じないのかもしれない。一方，原価を，価格と数量

とに区分しうるものとしてとらえるのでなく，両者の積を一体としてまさに
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原価そのものであるとして理解するならば，「原価計算は，アウトプット・イ

ンプット計算であり，しかも一般に，物量的に表示された一定の給付（すな

わちアウトプット）単位に係らせて，金額的に表示された原価（すなわちイ

ンプット）を計算する，ある意味では特異なといってもいい計算」5）という

見方ができることになる。

　しかしいずれにせよ従来の原価計算では，作業の進捗に応じて各段階で発

生したであろう価値増加分を測定しようとする試みはなされてこなかった。

その理由として考えられるものとしては，①原価計算が財務会計に引きず

られたものとなっていたため，測定の必要性を認識することができなかっ

た，②必要性は認識されてはいたが，測定が困難であったために断念せざ

るをえなかった，③そもそも測定の必要性はないものと（あるいは，むし

ろ有害でさえあると）考えられてきた，などがあろう6）。

3．価値連鎖の枠組みのもとで

　Porter教授が展開する経営戦略論の中心に位置づけられた価値連鎖（val－

ue　chain）の分析7）では，各段階ごとに生み出されたであろう価値の大きさ

の測定に関しては特に焦点が当てられていないようであるが，この価値連鎖

の概念を準用して原価ならびに価値の分析を論じた英米の論文も見受けられ

る8）。

　たとえばShank，　Govindarajan両教授は，「戦略的原価管理のフレーム

ワークにおいて効率的に原価を管理するには，Micheal　Porterが価値連鎖

というところの広範な視点が要求される」9）としたうえで，製紙業の価値連

鎖の各段階で創造された価値と原価との関係の分析を試みている（図A参

照）。両教授は，各活動ごとに原価・収益・資産を把握することによってそ

れぞれの各段階で生み出された価値が測定できるとしたうえで，そこで得ら

れた資本利益率などの情報にもとついて，川上ないし川下の統合などといっ
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たような意思決定を適切に行なうことができるとしている10）。

　一方，プロセスの分析ではなく，属性の異なる複数の製品の価値と要した

原価の測定の必要性をPertridge，　Perren両教授は示している11）（図B参照）。

この例では，基本属性だけを有する低価格商品Aと，それにいくっかの属性

を付与した中級品Bならびに高級品Cからなる製品系列を想定し，ある属性

を付け加えることによって発生する原価とそれにより生み出される価値とを

分析することで，製品戦略に有用な情報を得ようというものである。

　価値連鎖という枠組みのなかで，Shank，　Govindarajan両教授は各活動

が生み出す価値と原価の関係を，Pertridge，　Perren両教授は商品に段階的

に付与された属性の価値とそれにともなう原価の関係をそれぞれ分析しよう

としているが，Shank，　Govindarajan両教授の例ではそれぞれの活動ごと

に対応する市場が存在しており，個々の活動での創出価値の情報は市場から

容易に入手できるような形になっていることに注意する必要があろう。また

Pertridge，　Perren両教授の例でも，　Shank，　Govindarajan両教授の論文

と同様，ABCシステムをとおしての価値の測定が論じられているわけでは

ない。

　もっとも，生み出された価値を，生産された製品によってもたらされる収

入として定義するならば，市場価格が存在するところにおいてはABCシス

テムをとおしてわざわざ「価値」を測定する必要がないのは当然のことであ

る。したがって，これらの例を持ち出して価値認識・測定について考察を試

みることは見当違いであるかもしれない。価値測定の方法を考えなければな

らない場面があるとすれば，それは最終製品や中間製品に関してではなく，

市場価格が存在しない仕掛段階のものに関してであろう。

4．工程内の諸活動の分析

Shank，　Govindarajan両教授のように活動を「製造」や「販売」といっ
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たレベルでとらえ，それぞれの活動ごとに対応する市場が存在すると想定す

るのであれば，価値をわざわざ測定しなくても市場価格を利用してインプッ

ト・アウトプット分析を行なえばよいことになる。しかし，たとえば製造工

程における「段取り」とか「組立」とかといったような，ABCにおいて本

来定義されてきたところの活動の効率性を分析するといった場合には，それ

ぞれの活動で生み出された価値の大きさを測定する必要が生じるのであろう

か。

　ABCのように，活動を細かく区分して原価を集計するならば，活動ごと

の原価はこれまでの原価計算以上の精度で集計できるかもしれないが，各活

動で生み出された価値をどのようにして測定するかということが問題とな

る。さきほどのような場合と違って仕掛品の市場は一般に存在しないであろ

うから，市場からそのままの形で利用することのできる情報を入手すること

は困難であるにちがいない。たとえば市場価格から逆算してそれぞれの活動

が生み出した価値を測定するといっても，各活動ごとに割り付けられた原価

に製品の貢献利益率をマークアップ率として一律に加算するような方法で

は，効率的な活動を判断するための情報は得られないにちがいない。

　ところで活動によって生み出された価値の大きさを測定する方法を検討す

る前に，価値測定の必要性はどこにあるのかが問われなければならない。と

いうのは，消費者は有形・無形の製品の特性をもとに購入の意思決定を行な

うのであって，「切断」とか「組立」といった活動そのものに効用を見出し

ているのではないと考えられるからである。工程内のさまざまな活動が有機

的に関係して「機能の集合体として」の製品12）を生産しているものと理解

するならば，消費者が感じる効用を機能ごとに測定する必要はあっても，活

動を部分的に取り出して，どこでどれだけの価値が付与されたかといったこ

とを測定するのは意味がないということにもなろう。

　創出された価値そのものの大きさを測定するのではなく，ある活動は製品

に価値を付与するかどうかとの観点から活動そのものの必要性を判断しよう
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とするアプローチはいくつかみられる。たとえば，Ostrenga氏とProbst

教授のプロセス・価値分析（process　value　analysis：PVA）においては，価値

を生み出すもの（value・added：VA）と生み出さないもの（non－value－added：

NVA）とに活動を区分したうえで，　ABCと組み合わせた形の次のような原

価報告書が示されている13）。

直接材料費

直接労務費

製造間接費

合　　計

伝統的原価計算　　従来のABC

300

48

巫
482

PVAによるABC

300

48

型
579

VA　　NVA　　合計
270　　　　　30　　　　300

38　　　10　　　48

旦　　2壁　　2旦
358　　　　　243　　　　　601

　この報告書では，たとえば鋼材切断プロセスにおけるマテハン，段取り，

検査といった活動は価値を生み出さない活動として，加工や保全活動は価値

を生み出すものとして区分されている。マテハンのような，製品の生産に直

接はたらきかけず，製品の価値をそこなうことなしに削除しうるものとみな

された活動は，いわば力ずくの合理化がすすめられるということになるので

あろうか。また，機械の保全活動の原価などについては価値を生み出す活動

とされるだけで，どのような原価管理を展開することが可能であるかといっ

た説明は特に加えられていない。

5．おわりに

　加登教授は，「付加価値を生まないコスト・ドライバーには，二つのタイプ

のものがある。一つは生産者側からみた付加価値を生まないコスト・ドライ

バーであり，もう一つが消費者から見た付加価値を生まないコスト・ドライ

バーである。……消費者からみた付加価値を生まないコスト・ドライバーと

は，消費者が，製品を購入するときに『なぜそれを負担しなければならない

か』と感じるコストの発生要因（っまり消費者が納得して支払ってよいと考
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える製品機能実現のために必要なコスト・ドライバー以外のもの）である。

生産者側でも，消費者の立場に立って付加価値を生まないコスト・ドライ

バーを極力排除する取り組みが原価企画活動のなかで展開されなければなら

ない」14）としている。

　加登教授の表現を借りるならば，Ostrenga氏とProbst教授の論文は，

生産者側から見た価値を生まない活動の削減について検討したものであると

いえるし，またPertridge，　Perren両教授は，消費者が要求する製品機能が

生み出す価値とそのために発生する原価の分析を試みたものであるといえ

る。とすればOstrenga氏とProbst教授のアプローチも，またPertridge，

Perren両教授のアプローチも，ともに原価企画において展開される分析の

一部分を会計的な立場から論じたものとしてとらえることができよう。さら

に，Shank，　Govindarajan両教授の主張は，「現代の情報技術の力を利用

して業績の劇的な改善を達成するために，ビジネス・プロセスのすばやい再

構築」15）の必要性を示したリエンジニアリングに通じるとも考えられる。

　しかし会計は，企業活動を貨幣という尺度を用いて総合的に把握するため

の情報システムであり，もともと分析的な役割は得意としていない。ABC

と価値連鎖を結びつけた分析は，生み出された価値と発生した原価の比率を

用いて効率性を測ろうとする試みであるが，その適用対象は各活動のアウト

プットに対応する独立した市場が存在する場合に限られ，市場が存在しない

場合の価値測定については特に論じられていない16）。またプロセス・価値

分析においては，価値を生み出さないとされた活動の削減効果を金額表示す

る際に原価計算が利用されることはあっても，ある活動が価値を生み出すも

のかどうかを識別する段階では原価計算は直接には関わらない。ここで取り

上げた主張は，工学的分析が中心となる原価管理に対して会計情報の有用性

を示そうとしたもののようであるが，原価企画やリエンジニアリングを支援

していくために，ABCはどのような役割を果たすことができるのかについ

てはさらなる検討が必要である17）。
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　〔注〕

1）Peter　B．　B．　Terney，“What　an　Activity－Based　Cost　Model　Looks　Like”，

　Journal　of　Cost　Management，　Winter　1992，　pp．54－60．また，　Terney教授に

　よるこの整理に対して小林教授は，「原価発生の原因を探り原価低減を図れるよう

　に業務の改善を図っていく方向と，原価計算対象への原価の集計とを分別して考え

　ていくという方向は意味のある方向と評価できよう」としている（小林啓孝「活動

　基準原価計算（ABC）の検討」『三田商学研究』第35巻第4号，1992年10月，67

　頁）。

2）　小林啓孝，同上稿，66頁。

3）田中隆雄「ABC（アクティビティ別原価計算）の有効性」角谷光一編『原価計

　算の展開』中央経済社，1994年，85頁。

4）　田中隆雄，同上稿，84頁。

5）　山口　操「原価計算の対象と方法」　『三田商学研究』第30巻第5号，1987年12

　月，13頁。

6）　現行の会計では，生み出された価値は販売の時点を待って，売価と原価（収益と

　対応させられる段階では原価は費用として扱われることになるが）の差額として初

　めて認識されることになっている。そのため会計の一部分機能である原価計算にお

　いても，各段階で発生した価値増加分を認識することが試みられず，ただたんに価

　値犠牲分を「ころがし計算」していたということなのであろうか。それとも，各部

　門あるいは各活動ごとに生み出された価値を測定することの必要性は認識されてい

　たにもかかわらず，その測定の困難さゆえに断念せざるをえなかったのであろう

　か。さらには，システムの構成要素である一部分を単独に取り出して，生み出され

　た価値を測定することは無意味であるとの考えによるのかもしれない。

7）　Porter教授は価値連鎖の基本的な形として，人事・労務管理，技術開発，調達
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方はおおむね直接的にこれに関与するというより間接的関与にとどまる例が多かっ

たが，その関与の仕方にも多少のバラエティーのあることが分かった……いずれの

場合でも，原価企画の中心は技術系の人たちであり、経理部門がその主役になるこ
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